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規 則

滋賀県警察関係事務手数料条例の一部を改正する条例の一部の施行期日を定める規則をここに公布する｡

平成18年１月30日

滋賀県知事 國 松 善 次

滋賀県規則第３号

滋賀県警察関係事務手数料条例の一部を改正する条例の一部の施行期日を定める規則

滋賀県警察関係事務手数料条例の一部を改正する条例 (平成17年滋賀県条例第12号)付則ただし書に規定する改

正規定の施行期日は､ 平成18年６月１日とする｡

滋賀県警察署の名称､ 位置および管轄区域に関する条例の一部を改正する条例の施行期日を定める規則をここに公

布する｡

平成18年１月30日

滋賀県知事 國 松 善 次

滋賀県規則第４号

滋賀県警察署の名称､ 位置および管轄区域に関する条例の一部を改正する条例の施行期日を定める規則

滋賀県警察署の名称､ 位置および管轄区域に関する条例の一部を改正する条例 (平成17年滋賀県条例第122号) の

施行期日は､ 平成18年３月27日とする｡
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訓 令

滋賀県訓令第３号

官報報告規程 (昭和29年滋賀県訓令第１号)の一部を次のように改正する｡

平成18年１月30日

滋賀県知事 國 松 善 次

第３条第５号イ中 ｢公営企業管理者｣ の右に ｢および病院事業管理者｣ を加え､ 同条第６号中 ｢市町村｣ を ｢市町｣

に改める｡

別記様式第五号 (その一)注二中 ｢ 公 営 企 業 管 理 者 ｣ の下に ｢ お よ び 病 院 事 業 管 理 者 ｣ を加える｡

付 則

この訓令は､ 平成18年４月１日から施行する｡

告 示

滋賀県告示第131号

地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令 (平成７年政令第372号) 第４条の規定に基づ

き､ 平成18年度における滋賀県特定調達契約の滋賀県立大学統合情報システム保守・管理業務の委託契約に係る一

般競争入札に参加しようとする者に必要な資格等を次のとおり定める｡

平成18年１月30日

滋賀県知事 國 松 善 次

１ 申請できる営業種目 情報システム保守・管理業務

２ 申請書類および配布開始時期

� 申請書類

ア 競争入札参加資格審査申請書

イ 営業概要表

ウ 法人にあっては､ 登記事項証明書 (発行後３月以内のものに限る｡) またはその写し

エ 営業経歴書

オ 都道府県税および消費税に未納がないことを証する納税証明書 (発行後１月以内のものに限る｡) またはその

写し

カ 財務諸表

キ 使用印鑑届

ク 誓約書

ケ 営業所等の長に滋賀県との取引を委任する者にあっては､ その委任状

� 配布開始時期 平成18年２月１日�

３ 申請書類の受付期間 平成18年２月７日�から平成18年２月28日�まで (土曜日および日曜日を除く｡) とす

る｡

４ 申請書類の配布・受付場所 滋賀県立大学図書情報センター 〒 522－8533 彦根市八坂町2500 ＴＥＬ 0749

－28－8235

なお､ 郵送による受付は､ 行なわない｡

５ 申請書類に使用する言語 日本語

６ 入札に参加することができない者 地方自治法施行令 (昭和22年政令第16号) 第167条の４に規定する者に該

当する者

７ 入札に参加しようとする者に必要な資格の審査 入札に参加しようとする者に必要な資格の審査は､ 次に掲げる

事項について行うものとする｡

� 年間売上高

� 自己資本額
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� 従業員数

� 経営比率

� 営業年数

８ 資格審査の結果通知等 申請者には､ 競争入札参加資格審査結果通知書により通知するとともに､ 資格を有する

と認められる者にあっては､ 競争入札参加資格者名簿に登録する｡

９ 資格の有効期間 平成18年３月１日から平成19年２月28日までとする｡

公 告

特定非営利活動法人設立認証申請公告

特定非営利活動促進法 (平成10年法律第７号)第10条第１項の規定に基づき､ 次の者から特定非営利活動法人の

設立の認証の申請があったので､ 同条第２項の規定に基づき次のとおり公告する｡

平成18年１月30日

滋賀県知事 國 松 善 次

１ 申請のあった年月日 平成18年１月16日

２ 申請に係る特定非営利活動法人の名称等

特定非営利活動法人の名称 特定非営利活動法人 甲賀・森と水の会

特定非営利活動法人の代表者の氏名 定成 政憲

特定非営利活動法人の主たる事務所の所在地 野洲市野洲148番地６

特定非営利活動法人の定款に記載された目的 この法人は､ 木材の恩恵を受けようとする人びとに対して､ 森林

資源活用技術の研究・開発に関する事業を行い､ １. 森林保護及び環境保全､ ２. 森林資源の地産地消と地域の活

性化､ ３. 森林資源活用技術の普及に寄与することを目的とする｡

３ 関係書類の縦覧場所 滋賀県県民文化生活部県民文化課 大津市京町四丁目 1－1

４ 関係書類の縦覧期間および時間 平成18年１月16日から平成18年３月16日までの縦覧場所における執務時間

内

一般競争入札の公告

平成18年度における滋賀県立大学統合情報システム保守・管理業務の委託契約について､ 次のとおり特定調達契

約に係る一般競争入札を行うので､ 地方自治法施行令 (昭和22年政令第16号｡ 以下 ｢施行令｣ という｡) 第167条の

６の規定により公告する｡

平成18年１月30日

滋賀県知事 國 松 善 次

１ 入札に付する事項

� 委託業務名および数量 滋賀県立大学統合情報システム保守・管理業務 一式

� 委託業務の内容等 入札説明書別冊仕様書による｡

� 委託期間 平成18年４月１日�から平成19年３月31日�まで

� 履行場所 滋賀県立大学 彦根市八坂町2500

２ 入札に参加する者に必要な資格

� 施行令第167条の４に規定する者に該当しない者であること｡

� 滋賀県物品関係指名等停止基準その他の滋賀県の機関が定める指名停止等の基準による指名停止の措置期間中

でないこと｡

� 入札参加者に必要な資格等 (平成18年滋賀県告示第131号) に規定する資格を有すると認められて､ 競争入札

参加資格者名簿に登録されている者であること｡

なお､ 新たに入札に参加する資格を得ようとする者は､ ３�に示す場所において資格審査の申請を行うこと｡

� この公告に示した業務またはこれと同等の業務について請負の実績を有する者であること｡

３ 入札執行の日時､ 場所等
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� 入札書の提出場所､ 契約条項を示す場所､ 入札説明書の交付場所および問い合わせ先 滋賀県立大学図書情報

センター 〒 522－8533 彦根市八坂町2500 ＴＥＬ 0749－28－8235

� 契約条項を示す期間 平成18年２月１日�から平成18年３月14日�まで (土曜日および日曜日を除く｡) の

９時から17時まで

� 入札説明書の交付方法 入札説明書は､ �に示す場所において交付する｡ 郵送による交付を希望する場合の

送料は､ 自己負担とする｡

� 入札説明会の日時および場所 平成18年２月８日� 10時 滋賀県立大学図書情報センター会議室

� 入札書の受領期限 平成18年３月14日� 17時

� 開札の日時および場所 平成18年３月27日	 13時30分 滋賀県立大学図書情報センター会議室

４ 入札方法等

� 入札執行については､ 滋賀県財務規則 (昭和51年滋賀県規則第56号) および滋賀県特定調達契約の手続等に

関する規則 (平成７年滋賀県規則第92号) によるものとする｡

� 入札金額は､ １月当たりの単価を記載すること｡ 落札決定に当たっては､ 入札書に記載された金額に当該金額

の100分の５に相当する額を加算した金額 (１円未満の端数があるときは､ その端数を切り捨てた金額) をもっ

て落札価格とするので､ 入札に参加しようとする者 (以下 ｢入札参加者｣ という｡) は､ 消費税および地方消費税

に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず､ 見積もった契約希望金額の105分の100に相当する金

額を入札書に記載すること｡

５ 保証金 入札保証金および契約保証金については､ 滋賀県財務規則および滋賀県特定調達契約の手続等に関する

規則の規定による｡

６ 契約書の作成の要否 要

７ 入札の無効 次のいずれかに該当する場合は､ 入札を無効とする｡

� 滋賀県財務規則第199条の規定に該当する入札

� 虚偽の申請を行った者のした入札

８ 落札者の決定方法 入札説明書別冊仕様書に示した要件を満たしていることを証するために入札書に添付された

資料について検討し､ 当該要件を満たしていると滋賀県が認めた者であって､ 滋賀県財務規則の規定により作成さ

れた予定価格の制限の範囲内で最低価格で有効な入札を行ったものを落札者とする｡

９ 契約手続において使用する言語および通貨 日本語および日本国通貨

10 その他必要事項

� 入札参加者に要求される事項

ア 入札参加者は､ 封印した入札書に２�に掲げる資格を有することを証する書類を添付して､ ３�に示す受

領期限までに提出すること｡

イ 入札参加者は､ 開札日の前日までの間において､ 滋賀県から提出書類に関し説明を求められた場合は､ 自ら

の負担において完全な説明をすること｡

� 落札者は､ 落札決定の日以後７日以内に契約書を契約担当者に提出しなければならない｡

� 当該調達に関する苦情申立てに基づく滋賀県特定調達苦情検討委員会からの要請または提案により､ 契約の締

結もしくは執行を停止し､ または契約を解除することがある｡

� この入札に係る事項は､ 平成18年４月１日に設立される公立大学法人滋賀県立大学の準備行為を滋賀県が行

うものであり､ 契約の主体は､ 公立大学法人滋賀県立大学である｡

� その他 詳細は､ 入札説明書による｡

11 Summary

� Nature and quantity of the services required：Supporting service of university information processing system, １

set

� Deadline for tender：17：00, 14 March 2006

� For further information, contact：Library and Information Network Center of The University of Shiga Prefecture,

2500 Hassaka
cho, Hikone
shi, Shiga 522－8533 Japan TEL 0749－28－8235
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変 更 前 変 更 後

町 字 地 番 町 字

信 楽 町
黄 瀬

石 ヤ 57の２､ 118の３ 信 楽 町
黄 瀬

石 屋

金 山 158の２

295の１ 信 楽 町
黄 瀬

下 條

角 487､ 488､ 489の１､ 490の１､ 491､ 492の１､ 506の３

540の４､ 541の２､ 547の２､ 548の１､ 728の１､ 746の
２､ 747､ 748､ 791､ 792の１､ 793の２､ 794の１

信 楽 町
黄 瀬

馬 門

石 屋 956の１､ 956の３､ 958の２､ 959の２､ 960の１､ 960の
２､ 961の２､ 964の１､ 964の３､ 965の１､ 965の３､
966の１､ 966の３､ 967の１､ 967の３

信 楽 町
黄 瀬

石 ヤ

上記のほか､ 変更前の区域に隣接介在する道路､ 水路である市有地の全部は､ 変更後の区域に編入する｡

開発許可を受けた者
の 住 所 ・ 氏 名

開 発 区 域 の 名 称 面 積
検 査 済 証

交付年月日 番 号

蒲生郡竜王町大字小口
174番地
古株 徹

蒲生郡竜王町大字小口1467番２ 495. 66 ㎡ 平成 18. 1. 19 000426

振 興 局 等 告 示

滋賀県南部振興局告示第５号

地方自治法 (昭和22年法律第67号) 第260条第１項の規定に基づき､ 甲賀市長から土地改良法 (昭和24年法律第

195号) による土地改良事業の実施に伴い､ 甲賀市の区域内の町および字の区域および名称を次のとおり変更する旨

の届出があった｡

平成18年１月30日

滋賀県南部振興局長 重 野 良 寛

振 興 局 等 公 告

都市計画法に基づく開発行為に関する工事完了公告

都市計画法 (昭和43年法律第100号) 第36条第 1 項の規定に基づく開発行為に関する工事の完了届に対し､ 同条

第 2項の規定に基づき､ 次のとおり検査済証を交付した｡

平成18年１月30日

滋賀県東近江地域振興局長 古 川 太 郎

監 査 委 員 公 告

監査の結果に基づき措置を講じた旨の通知に係る事項の公表公告

地方自治法 (昭和22年法律第67号) 第199条第12項の規定により､ 滋賀県知事から監査の結果に基づき措置を講

じた旨の通知があったので､ 同項の規定により当該通知に係る事項を次のとおり公表する｡
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ページ 行 誤 正

6 5 下から19 製材業者 木材業者

発行人・発行所 滋 賀 県 大津市京町四丁目１番１号
印 刷 ㈲ハン六タイプ 大津市中央一丁目６番21号

購読料 １箇年 27, 600 円

平成18年１月30日

滋賀県監査委員 家 森 茂 樹

〃 朝 倉 克 己

〃 柊 勝 次

〃 中 森 武

正 誤

平成18年１月23日付け第2588号滋賀県告示第123号中
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